
事 業 報 告 用書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度  事 業 報 」ヒ
ロ =量ロヨ

2023年 4月 1日 から 2024年 3月 31日 まで
特定非営利活動法人 言論NPO

1 事業の成果

「東京会議」と「東京―北京フォーラム」は、言論贈 0の活動の二枚看板に
令和 5年度の最重要課題は、「東京会議」を最重要な取り組みとして 「東京―北京フォーラム」と並ぶ二枚看板に育てることでし

たが、「東京会議」を取材したメディアでは、ミュンヘン安全保障会議、ライシナ対話 (イ ンド)の議論とも遜色ないものだったと
報道する等、「東京会議2024」 は間違いなく、世界を代表する国際会議に位置付けられたと考えています。しかし、世界的な地位

を確立するために必要なのは 「継続」と毎回の「進化の努力」が必要だと考えており、「東京会議2025」 に向けた準備を開始して

います。
「東京―北京フォーラム」でも、世論調査と運動する形で、中国と世界の課題について議論する方式が成功しました。

令和5年度は、核に関する専門家が集まり議論する舞台を民間部門で初めて中国と行いました。

さらに、フォーラム前夜に行われた晩餐会には、 が平和や核の問題に踏み込んだメッセージを寄せる

等、民間と政府が連携して、国際課題の解決に向けて、中国に協力を求める大きな流れが確立しました。

その他、「アジア平和会議2023」 では、3年振りに 4カ 国からトップレベルの軍事・安全保障、外交の実務者・専門家20名が集ま

りました。この会議は、米中対立が続く中で、米中が同じテープルで外交や安全保障に関して議論する初めての民間の舞台で、非

常に大きな注日を集めました。 11回 目の日韓共同世論調査を実施し、その結果を日韓共同で記者会見を行い公表しました。ただ、

この調査結果を踏まえて実施しいている「日韓未来対話」の開催については、韓国の主催者団体との認識の饂鮨から、開催に至る

合意ができず、対話の開催自体を見送りました。

持続性のある組織に刷新するという目標は道半ば

令和5年度の事業は、令和4年度から始まった三カ年計画の2年 日にあたります。

令和5年度の事業計画では、言論NPOを次世代に繋げる持続性のある組織に刷新するために、(ア )数値目標は3か年で、活動費
の全額を会費と寄付で賄うこと、(イ )活動の理解者を会員以外にも幅広く広げ、支持層を大きなものにすることの2点を掲げ、そ
れぞれの課題に積極的に取り組みました。
(ア )については、令和5年度末の月額コストで計算したところ47.5%と 目標の約半分にとどまりましたが、一昨年度の34.5%よ
りは上昇しています。上昇の主な要因としては、法人会員の増加、並びにふるさと納税の増加が大きく貢献しました。

一方、個人会員については、微増にとどまりました。

(イ )の活動の理解者を広げ、支持基盤を拡大させるという日標の実現に向けて、言論NPOが いかに日本や世界の未来にために
本気で取り組んでいる団体なのかを、若い世代に知ってもらうために、SNS等を活用しながら、以下の取り組みを実施し、新しい

試みの展開が大きく加速させました。

具体的には、言論NPOのホームヘージが難しすぎて、どのような活動を行っているかわからない、という声に対して、「1ペー
ジで分かる言論NPO」 と題したヘージを開設。さらに、活動内容を分かりやすく説明するために、学生インターンが言論NPOの
「note」 を開設し、発信を行っています。加えて、若者の視聴数が多いTlkTok動画も2024年の3月 から行っています。

同時に、言論NPOの民間外交の取り組みについて、短い動画で分かりやすく伝えるために、 の民間外交の短編映画を2本完

成させ、公開しました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
人数
受益対象者の範
囲及び人数 支出額 (千 円)

1)「世界の課
題解決」事業

o「東京会議2024」 では.民主主義国10カ国のシンクタン
クのプレジデントが集まった他、現役の国家首脳や国際

機関のトッフをはじめ20ヵ 国.10の国際機関から38名が
参加。
o世界経済に関するシンポジウムの開催
o国際秩序や世界経済の不安定化といった世界的な課題の

解決に向けた議論の世界的発信.

2023年 4月

～2024年 3月

事務所、オン

ライン.ホテ

ルニューオー

タニ、東京フ

リンス

75名 一般 91,448

2)「アジアの

平和構築」事

業

o「第19回東京‐北京フォーラム」を4年ぶりに北京で開催
し.両国の市民が視聴。同時に、日中共同世論調査・有議
者アンケート結果を公表。
o「第11回日韓共同世論調査」を実施し、その調査結果を公

表。
o日 米中韓 4カ国の外交・安全保障関係者が参加する「ア

ジア平和会議」を開催。

2023年 4月

～2024年 3月

事務所、日本

記者クラブ .

中国・北京 .

国際文化会館

90名 一般 68,75

3)「 民 主 主
義」事業

o民主主義を立て直すための現状分析、政治資金規正法な

どをテーマにした議論を実施。
2023年 4月

～2024年 3月

事務所、オン

ライン等

15名 一般 771

4)その他の活

動

o「G7サミット」.「 ウクライナ戦争」.「イスラエル、パレ

スチナの衝突」等、オンライン .リ アルを併用したフォ

ーラムを実施

2023年 4月

～2024年 3月

事務所、オン

ライン等
70名

一般
10,271

(2)その他の事業



令和 5年度 第 23期  特定非営利活動に係る事業会計 活動計算書

令和5年度4月 1日 から令和6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人言論エヌピーオー

(単位 :円 )

科  目 金  額

個人80人

個人61人

法人9社

法人11■

法人6社

法人1社

個人20人

法人25社 /個人 1人

(壺金放
1:?籠

)

11彎
轟腑全
 .饉冊

‖
2 受●助減
" 中央区

`る
さと納■ 19.473.00〔

日米北■7′ ア平和会饉|(LUCe財 団)15,781.747

東芝国際交流財団 1.500.000

3 その他収益
雑誌販売 (言論アッル外、々ソ・ン.TBF報告書)

,ンテンツ提供 ヤフー(コンテンツ提供)ニュース記事
会員フォーラ疇 参加,収入

役務収益 (委託業務/未収入金計上額)

受取利息/受取配当金

経常収益計

Π 経常費用
言論ア,ク・フ・,′レフト/報告書製作費      売上原価
役員報酬

給料手当等

退職金

法定福利■/福利厚生費

旅費交通費

電話代/通信費

郵送料・運賃

保険料

地代家賃

会議費

お土産代等

賃借料

事務用消耗品費

備品消耗品費/修繕費

コピー代.印刷代

新聞図書費

公租公課

支払手数料

n3,ンテンツ外注費

水道光熱費

減価償却費

銀行手数料

外注費

広告宣伝費

支払利息

雑費

経常費用計

当期経常増減額

皿 経常外収益
過年度損益修正益

雑収入 :IT導入補助金等

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当

"正
味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

1,700,000

6,360,000

20,000,000

50.000.0(0

3,600,000

500,000

10.796.874

00,100,000 123.056,874

36.754,747

82,365,038

242.176,659

212,852.655

36,754,747

25,176

37●

2.340.000

79,998.460

1,032

280

5,000,000

55,314,485

4,309,755

9,017.599

39.724.344

1.182,948

362,269

1,082,380

3,498,

42,754.475

142.1731

2.771.4781

243.8681

1.792.7161

2.638,0581

174,3711

4,849,200

00,871,709

68.714

887,878

250,879

911,618

3,758,572

98,028

1,028,477

118.381

1,886.503

3.055.564

280

212,852,655

29,324,004

4,942.067

0

34,266,071

70,000

34,196,071

21.820.609

56,O16.680



令和 5年度 第 23期 特定非営利活動に係る事業会計 活動計算書 (部門別事業費)

令和5年 4月 1日 から令和6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人言論エヌピーオー

(単位 :円 )

科   目 金   額
崎 0収支の部)

I只

旱

常

:当l蓋キ
T會′学生会員会費寺附

[18:讐

・
I事暑

[:illl彗需
i言 :婁幕鶏寄附
2 受:最|]成金等

個人80人

個人61人

法人9社

法人‖社

法人6社

法人1社

個人20人

と人25tt.個 人1人

中●
0・

日米北東,デア平和全こ
tる
さと納税 194,,0‐

3そ

f:1:1(計
,.. iE』

婆IISL165‖ 1瀾
7

.´  i珈

lilili[]告

■)

ュ 軽常費用  ~・
1

1 事業,

[::::[き

季菅事業

, ぉ喜li:募
1‐フォーラム運営費

 ́冨理,
役員報酬

信里二
当等

[「
提]彗
′福利厚生■

::書
`遥

『
費

保険科

地

`ヽ

家賃

会議費

お土産代等

贅借料  
・

:|[il:iil繕

費

公租公屎

支払手数料

本道光熟■

饉摺菫製:
外注費

I告
宣伝費

ス払利忠

雑費

彎常費用計

Ⅲ 経常外忌理

経常増減額

Ⅳ 経常外|[|][Iξ

兵藉助金竿

|    :|::::|][:奨

雷

1,700,000

6.360,000

20,000,000

50,000,000

0,600,000

500,000

10,796,874

30.100.0()0 123.056.874

36.754.74?

82,365,038

242.176.659

212,852,655

36.764,747

25,176

370

2.340,000

79,998,460

1,032

771,300

68,751,119

91.448,505

232.542

9.731.011

307,881

1,000,000

11,028,899

861,951

1.802.025

3.381.114

301,112

334,299

1,049,400

3,498,000

1.436.176

51,030

459,030

113.763

1.751.610

1,148,077

161.401

4,849,200

3,560,196

887.8,8

250.879

650.610

1.365.421

33,000

1,028,477

76.199

1.886.503

3.055,564

171,242,358

41,609,797

29,324,004

4,942,067

04,266.071

70.000

34.196,071

21.820,609

50.016,680



令和 5年度 第 23期  特定非営利活動に係る事業会計 貸借対照表
令和 6年 (2024年 )3月 31日 現在

特定非営利活動法人言論エヌピーオー

(単位 :円 )

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部

1流動資産
現金預金

棚卸資産

未収入金

その他流動資産

流動資産合計

2固定資産
(1)有形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

ソフトウェア

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

出資金

長期前払費用

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

73,278,231

182,755

81,723.350

5.539,367

160,723,703

n負債の部
1流動負債
未払金

未払法人税等

未払消費税等

前受金

預り金、未払費用等

流動負債合計

2固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計

皿 正味財産の部

前期操越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

38.418,195

70,000

4,618,500

50.326

666,114

75,129.000

0

21.820.609

34,196,071

43,823,135

3,810,445

84.867

3,895.312

3,960,000

3,960,000

6,360,000

10,000

19,800

6,389,800

14,245,112

75,129,000

118,952.135

56.016,680

174,968,815174,968,815



注 記 事 項

1重要な会計方針
計算書類の作成は、発生主義会計により記帳して作成しています.

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込処理をしています。

2棚卸資産・固定資産を除く資産・負債の前期対比は、次のとおりです。

3固定資産の増減の内訳は、次のとおりです。

4借入金の増減の内訳は、次のとおりです。

特定非営利活動法人言論エヌピーオー

(単位 1円 )

(単位 :円 )

〈単位 i円 )

(1)固定資産の減価償却の方法

建物附属設備については定額法、工具器具備品については原則定率法としつつ、20万円未満の一括償
却資産については 3年均等償却としています。

(2)資金の範囲
資金の範囲には、現金預金及び借入金等を除く短期金銭債権債務等を含めています。

科  日 前期末残高 当期末残高 当期末―前期末 備考

見金預金

未収入金/売掛金

その他流動贅産

合  計

44,528,164

81,529,256

8,991.365

73,278,231

81.723,350

5,539.367

23.750,067

194,094

-3,451,998

135.048,785 160,540.948 25.492,163

未払金

未払法人税等

未払消費税等

預り金、カー ド未払等

合  計

32,646.414

70,000

0

3,303.050

38.418,195

70.000

4,618,500

666,114

5,771,781

0

4,618,500

-2.636.936

36,019.464 43.772,809 7,753.345

料  日 期首残高 借入 償還 当期末残高 備考

長期借入金

西武信用金庫

日本政策金融公庫

合  計

30.0(X.000

52,412,000

0

0

0

7,283.000

30.000,000

45,129,000

82,412.00( 7,283,000 75,129,000

(注 1)の債選には.前
"末
残高の誤 りを

"首
において修正 した232,000円が含まれています。

(注 2)日 本政策金融公

“

惜入金の当

"未
残高には.当 事彙年度末が金融機関休 日のため●遺が翌期にずれ込んだ641.000円が含まれています.

減価償却累計頷 当期末残高取得 減少 期末取得価格科   目 期首取得価格

201.605

642,233

843,838

3,960,000

3,810.445

84,867

3,895,312

3,960.000

4.012,050

127.300

4,139,350

0

661,773

561,773

4.012,050

727.100

4,739,150

0

3,960,000

0

1,161.673

1,161,573

7.355.3128,699,150 843,8381,161,573 8.099,350 田
=口

有形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

有形固定資産計

無形固定資産

ソフトウエア

合  計



令和 5年度 第 23期  特定非営利活動に係る事業会計 財産目録
令和6年 (2024年 )3月 31口 況在

特定非営利活動法人首綸エヌピーオー

(単位■ 円)

科 目・摘 要 金 額

資産の部

1流動資産
凛全預金

滉金

普通預金

,金手許有高
三井住友銀行 赤坂支店 (一般)

赤坂支店 (難

“

)

赤坂支店 (補助口TBF)

京橋支店 (外為)

京橋支店 (発展型)

京橋支店 (総合〉

ロホ橋支店〈一般)

日本橋支店 (C―NP()

日本精支店 (LυCE)

日本橋支店 (助成)

日本格支店

ビー ト支店

法人営業第一部

小舟町支店

大伝馬町支店

西武信用金庫

中央労働金庫

楽天銀行
セノン銀行

みずに銀行

三菱
"J銀
行

ゆうちょ銀行

,金預金計
樹卸贅産

売掛金

未収入金

その他流動資産

流動資産合計

="
前期発行分迄の9%評価減控除

役務収益等

前払費用.立替金,仮払金.貸付金等

2固定資産
(1)有形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

簡易間仕切り.電気
「

弱電配線工事等

t・ テ
・オミキサ RolandVR-50HD

Pc―式 マウスコンピュータI HM―15U01

1

1 式

3ポ≧
出資金      (株

)エム・エス …

i翌
前払費用
    武信用金庫

・こルサポー ト   日業ニ

Π』芦
合計の資産計   

…コアビル

1流動負債
未払金

`臓
=`~

奇奮理
,喜  都民鷺彗

|サウl;rir'だ撃;彗
ナショ
",

2 fil:れ
馨筆
費用等 「賃撃君lf讃菫亀里ξ

       

和5年度分都民税

_口疋魚債
              

ス''

■翔借入金 370 弓『 麒 融l奮1野履 文店 詈][月
保証じ会

_ォt●螢行京橘支店

固定貪■合計

負使合計

正栄財産

285,867

4.210.634

0

2.255,763

2.872,647

3.147,816

6,525,891

28,490,703

4,329.897

18,726.156

1.499.184

0

15,450

7,492

6?1,154

216.091

23.486

160,723,?03

174.968,815

73.278,231

182,766

0

81,729,350

5,539,367

3,810,445

1

84,866

14.245.112

3.895,312

3,9∞ ,00)

3,。6(,∞0

6,360,000

10,000

19.800

6.389,800

38,418,195

70.000

4.018.500

50,326

666,114

43,823.135

118.952.135

30,000,000

45,129,000

75,129.000

66,016,680

口卸贅産 _

発行後1年以上の■

"は
、取ス会社の分を除き.勁未半年間の販売串は平均06%以下

そのため.法人税法基本通達9-1-6の 8に基づき、■籍在庫全額について.99°。の在庫R価損を計上 した

言論NPOの 活動内容の宣伝.渉外用 として献本 している



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 言論NPO

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

1
・監事

クト
.ウ
 ヤスシ

工藤 泰志

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

2
⌒

理ヽ」ナ監事

コント・ウ セイイチ

近藤 誠一

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

年  月  日

年   月   日

3 監事

アイサ'ワ  ヤイチロウ

相澤 弥一郎

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

年  月  日

年1   月   日

4
⌒

崚L多′監事
オカモト シケ
・
アキ

岡本 薫明

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

5

カワニシ キョウヤ

川西 京也

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

6
・監事

タナカ タツオ

田中 達郎

令和5年 4月 1日

～令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

7
⌒

理事(、墜」ジ
トミイエ トモミチ

冨家 友道

令和5年4月 1日

～令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

事 業 報 告 用

曰

□

⌒

塁ヽジ・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 6年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 言論NPO

氏   名

1 工藤 泰志

2 冨家 友道

3 松元 崇

4 明石 康

5 宮本 雄二

6 鈴木 悠二

7 山岡 浩巳

8 岩渕 美智子

9 益子 哲郎

10

キッコーマン株式会社

取締役名誉会長 取締役

会議長 茂木 友三郎

11

12




